


























ド 9.0 の東日本大震災が、2011（平成 23）年
3 月 11 日に発生してから、5 年を経過したこと
である（内閣府、2011）。
　もう一つは、小学校と中学校を一貫して行う
義務教育学校 1 が、4 月から発足したことである。















1　2015 年 6 月、「学校教育法等の一部を改正する法律」

















































て、その年の 2011 年に「第 1 部　東日本
大震災からの復興・復旧～人づくりから始
まる創造的復興～」として、2012 年から




























































2011 年（第 5 回）を挟んで、2007 年度第 1
回から 2010 年度までの 4 回と、2012 年度第



































2.4　震災大東北 3 県と震災小東北 3 県
　文部科学省（2012a）が公表した東日本大震
災における都道府県ごとの学校教育関係者の公
立学校の死亡者 502 人の内訳は、宮城県 343
人（68.3％）、岩手県 84 人（16.7％）、福島県
75 人（14.9％）だけであったのを根拠として、













傾向を比較分析するために､ 47 都道府県を 8
地区に所属させて分類している｡
　全国を自然地域の区分から､ 日本の 47 都道
府県を、北から北海道､ 東北 6 県（青森県､ 岩
手県､ 宮城県､ 秋田県､ 山形県､ 福島県）､ 関
東 7 都県（茨城県､ 栃木県､ 群馬県､ 埼玉県､
千葉県､ 東京､ 神奈川県）､ 北陸 ･ 甲信 6 県（新
潟県､ 富山県､ 石川県､ 福井県､ 山梨県､ 長野県）､
東海 4 県（岐阜県､ 静岡県､ 愛知県､ 三重県）､ 近
畿 2 府 4 県（滋賀県､ 京都府､ 大阪府､ 兵庫県､
奈良県､ 和歌山県）､ 中国 ･ 四国 9 県（鳥取県､ 島
根県､ 岡山県､ 広島県､ 山口県､ 徳島県､ 香川
県､ 愛媛県､ 高知県）､ 九州 8 県（福岡県､ 佐
賀県､ 長崎県､ 熊本県､ 大分県､ 宮崎県､ 鹿児
島県､ 沖縄県）の 8 地区である｡
　以上の 8 地区に、被害の大小から比較分析す





立小学校 19,642 校、公立中学校 9,389 校、義
務教育学校 22 校となっている｡
　第 2 次世界大戦後 ( 以下 ｢戦後｣ という｡ 同
大戦の前を「戦前｣､ 同大戦中を ｢戦中｣という｡）､
義務教育は小学校 6 年制､ 中学校 3 年制度のい









　小中一貫校型は、2013 年度で 960 校（6-3
制（従来の区分から変更なし 807 校）、4-3-2








































の各教科の A と B の平均正答率の合計を該当
都道府県数で割った算術平均である。
　各都道府県の算術平均は、次の関数として表
す。n 都道府県からなる、標本空間が ak である









震災大東北 3 県＝ X3、震災小東北 3 県＝ X4
関東＝ X5、 北陸・甲信＝ X6、東海＝ X7、
近畿＝ X8、 中国・四国＝ X9、 九州＝ X10
　各教科の学力の比較した表では、算術平均 Xi 
を、震災前平均正答率 Xi ＝ H1、震災後平均正




区順位で測るため、Excel の RANK 関数を利
用して、東日本大震災前の平均正答率の順位
R1 と、後の平均正答率 R2 の順位を求めた。
　R1 又は R2 ＝ RANK(Xi 、X1：X10 、1）
③　標準偏差 ( σ 1、σ 2)
　　大震災前・後の学力の分散傾向で地域格差
を測るため、Excel の STDEV 関数を利用して、
東日本大震災前の標準偏差σ 1 と、後の標準
偏差σ 2 を求めた。
　　σ 1 又はσ 2= 1−n ∑  
n  




























Organisation for Economic Co-operation and 
Development) が実施している学習到達度調査 



















6 学年、特別支援学校小学部第 6 学年
　イ　中学校調査
　　中学校第 3 学年、義務教育学校後期課程第









































































部科学省、 2008 ｂ、 2008 ｃ）
小 2011 （平成 23） 年度から実施






⑥小学校６年間の総授業時数 5,821 時間 5,645 時間
⑦中学校３年間の総授業時数 3,360 時間 3,045 時間
⑧小学校１ ・ ２年の社会の授業 1 年 68 時間 , 2 年 70 時間 なし
⑨小学校１ ・ ２年の理科の授業 1 年 68 時間 , 2 年 70 時間 なし
⑩小学校の 「生活」 の時間 なし 1 年 102 時間 , 2 年 105 時間
⑪総合的な学習の時間 なし 小学 3 年から高 3 まであり


















Ａｍ 75.1％対Ｂｍ 60.2％、震災後Ａｍ 71.9％
対Ｂｍ 56.5％で、震災前・後ともＡ＞Ｂである。
全国平均正答率の標準偏差は、1.9％（ｍσ 1）



































































































































　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は、震災前
の 4 位から震災後は 5 位に下降し、回復力に低
下傾向がみられる。
標準偏差は、震災前の 1.8％（X3 σ 1）から震






















Ａｍ 76.8％対Ｂｍ 54.8％、震災後Ａｍ 76.0％
対Ｂｍ 55.0％で、震災前・後ともＡ＞Ｂであ
る。全国平均正答率の標準偏差偏差は、1.8％（m


































































































































　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は､ 震災前
の 7 位から震災後は 8 位に下降し、回復力に
低下傾向がみられた。標準偏差は､ 震災前の
1.1％（X3 σ 1）から震災後 0.7％（X3 σ 2）
と､ 分散の度合いが低くなっている｡ 全国平





｢平均正答率がおおむね 70% を下回るもの｣ に
該当している｡ したがって､ 各教育関係者は､
小要領算数（文部科学省、2008a）に示されて
いる ｢1 目標｣ を踏まえた ｢2 内容｣ にある ｢A















































































































































　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は､ 震災前・
震災後共に 6 位で回復力に変化がなかった。標
準偏差は､ 震災前の 1.4％（X3 σ 1）から震災
後 1.0％（X3 σ 2）と､ 分散の度合いが低くな
っている｡ 全国平均正答率 m との偏差 X
−
は、
震災前 -0.1､ ％震災後 -0.2％で拡大している。
　震災後の平均正答率は国立教育政策研究所の
｢平均正答率がおおむね 70% を下回るもの｣ に





2008a）に示されている ｢1 目標｣ を踏まえた


















































































































































　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は、震災前・
震災後共に 5 位で回復力に変化がなかった。
　標準偏差は、震災前の 0.0％（X3 σ 1）から




























































































































































　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は､ 震災前
の 8 位から震災後は 9 位に下降し、回復力に
低下傾向がみられた。標準偏差は､ 震災前の
1.8％（X3 σ 1）から震災後 1.2％（X3 σ 2）
に､ 分散の度合いが低くなっている｡ 全国平





｢平均正答率がおおむね 70% を下回るもの｣ に
該当している｡ したがって､ 各教育関係者は､
中要領数学（文部科学省 2008b）に示されて
いる ｢1 目標｣ を踏まえた ｢2 内容｣ にある














































































































































　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は､ 震災前
の 7 位から震災後は 8 位に下降し、回復力に
低下傾向がみられた。標準偏差は､ 震災前の
0.9％（X3 σ 1）から震災後 0.8％（X3 σ 2）
に､ 分散の度合いが低くなっている｡ 全国平










こと」、「Ｃ読むこ と」及び中要領数学 ( 文部
科学省、2008b) に示されている ｢1 目標｣ を


















































































































































　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は､ 震災前・
震災後共に 4 位で回復力に変化はみられなかっ
た。標準偏差は､ 震災前の 0.9％（X3 σ 1）か
ら震災後 0.6％（X3 σ 2）に､ 分散の度合いが
低くなっている｡ 全国平均正答率 m との偏差 X
−
は、震災前 0.5％､ 震災後 0.5％で変化がみられ
なかった。
　震災後の平均正答率は国立教育政策研究所の
｢平均正答率がおおむね 70% を下回るもの｣ に該






















































































































































　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は､ 震災前の
8 位から震災後は 9 位に下降し、回復力に低下傾
向がみられた。標準偏差は､ 震災前の 0.3％（X3
σ 1）から震災後 0.4％（X3 σ 2）に､ 分散の度
合いが高くなっている｡ 全国平均正答率 m との
偏差 X
−
は、震災前 -1.0％､ 震災後 -1.6％で拡大
している。
　震災後の平均正答率は国立教育政策研究所の
｢平均正答率がおおむね 70% を下回るもの｣ に該
当している｡ したがって､ 各教育関係者は､ 小
要領算数（文部科学省､ 2008a）に示されてい
る ｢1 目標｣ を踏まえた ｢2 内容｣ にある ｢A 数
と計算｣､ ｢B 量と測定｣､ ｢C 図形｣、「Ｄ資料の活
用」、「算数的活動」等及び中要領数学（文部科学
省､ 2008b）に示されている ｢1 目標｣ を踏まえ














































































































































































































































震災前 67.6 65.8 66.7 72.5 59.0 65.8 70.1 62.4 66.2



































では、第 4 回 1 位の上海 600 点に対して日本
が 529 点で差が -71 点あったのが、第 5 回も 1










PISA の結果は、表 11 の通りである。
がみられる。経年変化でとらえてみても、大震




会（IEA；The International Association for the 
Evaluation of Educational Achievement） が あ
るが、この成績でも日本の学力傾向は、低下傾
向になっている。IEA は、小学校 4 年生には算
数と理科を対象として、中学校 2 年生には数
学と理科を対象として、一緒に国際数学・理
科 教 育 調 査（TIMSS；Trends in International 
Mathematics and Science Study）を実施してい
る（2011 年実施では小学校 50 か国が、中学校
42 か国が、各参加している。）。数学が行われ
た年度では、第 1 回（1964 年）が 2 位、第 3
回（1970 年）が１位、第 4 回（1981 年）が 2

















































































震災大東北 3 県 ( 岩手県､ 宮城県及び福島県 )
は､ 独立型と一貫型の各学校を合わせて､ 9 教
科中 6 科目で平均正答率の順位を下げていた（表
12）｡ しかも､ 4 科目で 4 位から 6 位に中位に
あるものの､ 5 科目で 7 位から 9 位の下位に位





























































































































































































　日本には、震災が付きまとう。2016 年 4 月







































震災大東北 3 県（岩手県､ 宮城県及び福島県）
においては､ 小学校の国語と算数を合わせた平
均正答率が､ 昭和のテストの 38 位から 25 位
へ､ 中学校の国語と数学を合わせた平均正答率
が 42 位から 34 位に、各向上している（竹中、
2016 ｂ）｡
　これ以上に学力の向上が著しいのは､ 震災小
東北 3 県 ( 青森県､ 秋田県及び山形県 ) である。
震災大東北 3 県と同じ視点でみると、震災小東
北 3 県の小学校の同教科の平均正答率は、同様
に 41 位から 8 位に､ 中学校の同教科（算数を
数学に置き換え）の平均正答率は、同様に 40
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